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論点４－（２） 高等教育
＜若手研究者の処遇＞

○ 大学の財務基盤のあり方と、若手研究者の待遇や博士課程の入学者の確保につい
て、どのよ うに考えるか。
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10,971

10,945

10,945

11,123

10,792

11,366

11,528

11,585

11,695

11,813

12,044

12,215

12,317

12,416

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度
▲98億円減
（▲0.8%）

▲103億円減
（▲0.8%）

▲171億円減
（▲1.4%）

▲230億円減
（▲1.9%）

▲118億円減
（▲1.0%）

▲110億円減
（▲0.9%）

（単位：億円）

▲58億円減
（▲0.5%）

▲162億円減
（▲1.4%）

▲574億円減
（▲5.1%） 331億円増

（3.1%）

▲177億円減
（▲1.6%）

対前年度
同 額

①－１ 国立大学法人運営費交付金（予算額推移）

25億円増
（0.2％）
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①－２ 国立大学法人運営費交付金（法人化以降の国立大学に対する支援）

国⽴⼤学の教育研究活動に対する公的⽀援（Ｈ16→27）
（国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦＋補助⾦等）

（億円）

（注） 上記は、国立大学法人運営費交付金の予算額（附属病院の赤字補填と退職手当の減を除いた額）と国立大学に対する補助金等
を加えた金額。なお、補助金等については、国立大学に対する予算額は把握できないため、各国立大学の決算報告書等に記載
されている決算額を使用。

10,248 

10,290 

10,682 

723 

655 

1,149  584 

10,971 

10,945 

12,416 

6,000 7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000

H29

Ｈ27

H16

附属病院の⾚字補填、退職⼿当
の減を除けば ▲４３４億円（Ｈ16→29）

退職⼿当特殊要因を除いた運営費交付⾦

病院運営費交付⾦

○ 国立大学法人運営費交付金は、平成16年度の法人化以降▲1,400億円程度減額されているとの指摘
がある。しかしながら、
・ 附属病院の赤字解消（▲584億円）、退職手当の減（▲427億円）という特殊要因を除くと、
▲434億円（▲3.5％）の減に留まっていること、

・ この間、入学者数が▲4.0％（18歳人口は▲15％）減少したこと、
・ 国立大学に対する補助金等は約1,000億円増加したこと
を勘案する必要がある。

補助⾦等を加えれば合計 ＋６１６億円（Ｈ16→27）

国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦予算額（Ｈ16、27、29）

（億円）

（▲434億円） （▲1,445億円） 補助金等の決算データなし

（＋1,008億円）

6,000 7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000 14,000

Ｈ29

Ｈ27

Ｈ16 12,080

12,695

補助⾦等
1,397

2,405

特殊要因を除いた運営費交付⾦
10,682

10,290
（＋616億円）
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② 国立大学法人の事業費推移

（単位：億円）

1,040 

1,233 

1,408 

1,411 

1,615 

1,832 

1,774 

2,333 

2,479 

2,712 

2,870 

3,238 

3,450 

3,340 

4,284 

4,456 

4,836 

5,471 

6,037 

6,666 

6,897 

576 

600 

646 

647 

662 

702 

676 

1,083 

1,506 

1,795 

1,801 

1,621 

2,067 

2,302 

13,050 

13,266 

13,561 

13,429 

13,759 

14,560 

14,836 

916 

876 

903 

838 

882 

938 

911 

338 

321 

300 

256 

208 

164 

144 

2 

7 

10 

12 

17 

24 

22 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

16年度

18年度

20年度

22年度

24年度

26年度

27年度

教育経費 研究経費 診療経費 教育研究支援経費 受託研究等 人件費 一般管理費 支払利息 その他

23,622億円

24,743億円

26,172億円

26,735億円

28,039億円

30,404億円

30,902億円

（出典）国立大学法人財務諸表

○ 法人化以降の国立大学法人の事業費は着実に増加している。
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（単位︓⼈）

対前年度増減 対前年度増減 対前年度増減
16年度 624,389 － 60,897 － 55,545 －
26年度 612,509 ▲ 2,274 64,252 1,034 75,556 4,045
27年度 610,802 ▲ 1,707 64,684 432 78,034 2,478
28年度 610,401 ▲ 401 64,771 87 79,273 1,239

29年度(速報値) 609,428 ▲ 973 64,479 ▲ 292 80,823 1,550
対16年度増減

 国⽴⼤学の学⽣数及び教職員の推移

本務職員数

▲ 14,961 3,582 25,278

年度 学⽣数 本務教員数

③-１ 国立大学の教員（学生数と教職員数の推移）

（出典）文部科学省「学校基本調査」

○ 法人化した平成16年度以降、国立大学の学生数は▲1.5万人減少しているが、教職員数は約2.9万人増加。
その結果、教員一人当たりの学生数は、他の先進国の平均を下回っている。

⽇本 アメリカ イギリス ドイツ フランス Ｇ５平均 OECD平均

教員⼀⼈当たり学⽣数（⼈）
（⽇本は常勤(本務教員）のみで算出）

9 1514 16 12 18 14

45

（注1）日本はH27年度学校基本調査の国立大学の値。
（注2）アメリカは短期を含む全高等教育段階（2015年時点）。
（注3）上記以外は、学士・修士・博士または同等レベルのもの（2015年時点）。
（出典）文部科学省「学校基本調査」及びOECD「図表で見る教育（2017）」
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③－２ 国立大学の教員（若手教員のあり方①）

○ 40歳未満の教員について、 「任期付き」が増加し、「任期なし」が減少しているとの指摘がある。
○ しかしながら、教員の雇用や任期の判断が効果的になされてこなかったのではないか。
○ また、入学者が減少している中で、常勤教員数を増加させていることから、40歳未満の「実質任期なし」を改

善させる余地があったのではないではないか。

58,853  56,169 
（▲4.6％）

2,506  9,391

入学者数

102,455 
99,461 

（▲2.9％）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

19年度 29年度

（実質任期なし）

（任期付き）

61,359人 65,560人(+4,201人)

（単位：人）

常勤教員数

（注）「実質任期なし」教員数は、「任期なし」教員に再任を前提とした「任期付き」教員
を含めた人数。

（出典）文部科学省調査

教員の業績評価の活用状況

（注）国立大学の約95％が教員の業績評価を実施
（出典）文部科学省委託調査「研究者等の業績に関する評価に関する調査・分析報告書（三菱総合研究所）」

（平成26年度）

業績評価結果を判断材料としている主な項目
活用している

割合

① 賞与・報奨金等 67%

② 給与 58%

③ 評価が悪かった教員に対する指導 51%

④ 学内・研究所内の表彰等 21%

⑤ 教員の基盤的研究費の配分 18%

⑥ 昇任 17%

⑦ 雇用継続・任期延長の判断 4%

46

常勤教員数
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③－３ 国立大学の教員（若手教員のあり方②）

○ 加えて、40歳以上の「実質任期なし」の教員数を増加させるような人事政策（定年延長、40歳以上の採用）を
とってきたことや社会全体が高齢化していることをどのように考えるか。

40歳未満の「任期なし」が減少しているが、

・ 退職補充の際に、40歳以上の任期なし教員の採用比率が高い可能性が

あること、

・ 社会全体として高齢化が進んでいること

をどう考えるか。

（出典）文部科学省調査

新規採用、
転入

42,756  44,470 

16,097  11,699 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

19年度 29年度

（単位：人）

新規採用
平均年齢

【３７．４歳】

58,853人 56,169人

（40歳以上）

（40歳未満）

増加

47

常勤教員のうち「実質任期なし」教員数

定年退職、
転職 等

（注）「実質任期なし」教員数は、「任期なし」教員に再任を前提とした「任期付き」教員
を含めた人数。

（出典）文部科学省調査

定年延長

定年
年齢

15年度 16年度 19年度 22年度 25年度 29年度

61歳 1

62歳 1 2

63歳 28 25 24 18 10 9

64歳 2 3

65歳 55 58 59 64 75 76

66歳

67歳 1 1 1 1 1 1

（単位：大学）
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④－１ 博士課程（博士課程の在籍者数の推移）

○ 博士課程の進学者数は減少していると言われるが、1990年代以降に大幅に増加した後の高止まり状態の中で
の微減。

（出典）学校基本調査

29,911 

62,481 

75,365  73,913 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 291991 92       93  94 95  96  97 98 99    2000 01  02 03  04        05       06       07       08       09      10      11        12       13      14       15       16       17

平成３年の大学審議
会答申で、大学院学
生数の倍増が掲げら
れた。

（人）

（年度）

博士課程在籍者数推移
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④－２ 博士課程（博士の評価）

○ 我が国の大学院教育、特に博士課程の成果について、市場において適正な評価がなされていないか、教
育・研究内容について社会が求める必要な役割を果たしていない可能性があるのではないか。

学士 修士 博士

約２５３万円 約２７４万円 約２９２万円

学士 修士 博士

約４６０万円 約５６４万円 約７３４万円

約１．１５倍 約１．６倍

（注1）米国における初任給は、各分野の平均初任給（ボーナス等除く）の単純平均により算出した。
（注2）日本における初任給の年額は、平均初任給（月額）の12か月分とした。
（出典）一般財団法人労務行政研究所「2017年度 新入社員の初任給調査」、National Association of Colleges and Employers「Salary Survey」

米国における初任給の水準（年額、修了課程別）日本における初任給の水準（年額、修了課程別）

（1＄＝110円換算）
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検討の方向性：若手研究者の処遇

50

○ 国立大学法人運営費交付金に補助金等を加えた国立大学法人への公的支援額は、法人化以降拡大

し、国立大学法人の事業費も着実に増加している。

○ 若手教員の処遇について、一定の流動性を確保することは、オープンイノベーションを推進する

ために必要であるが、各大学において、改善が必要な場合には、

・ 雇用や任期の判断が効果的になされていない可能性、

・ 全体として常勤教員を増加させてきており、その中で、40歳未満の「実質任期なし」を改善さ

せる余地があった可能性、

・ 定年延長等により、40歳以上の「実質任期なし」教員を増加させる人事政策をとってきた可能性

を考えれば、これらを見直すことで、改善することは可能ではないか。

○ また、博士人材の確保のためには、修了後を見据え、

・ 大学側において、社会のニーズにあった教育・研究への見直し、

・ 企業側においても、博士人材の適正な評価

といったことが必要ではないか。

61



論点４－（３） 高等教育
＜大学競争力＞

○ 大学の競争力強化に向けて基盤的経費・競争的資金のあり方について、どのように考
えるか。
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世界大学ランキングから見た日本の大学

○ 国立大学法人運営費交付金の減少がランキングの低迷をもたらしているとの指摘がある。
○ 日本の大学の世界ランキングの低迷は、評価方法の変更（2014年）（注）により、「論文被引用」のスコアが低下

したこと等によるものである。 （注）これまで論文被引用に対する言語や文化などの国情の影響に配慮して国補正を行っていたが、その補正を半分に減らした。

ランキング
総合

スコア 教育 研究 論文
被引用

産業界か
らの収入 国際性

オックスフォード
大学 1 94.3 86.7 99.5 99.1 63.7 95.0

スタンフォード
大学 3 93.0 89.1 96.7 99.9 60.5 77.6

カリフォルニア大学
バークレー校 18 84.3 77.4 84.5 99.8 37.5 64.5

東京大学 46 72.2 79.5 85.2 63.7 52.7 32.2

京都大学 74 64.9 71.8 78.6 50.9 93.8 28.8

（出典) Times Higher Education World University Rankings

69.1

71.3
69.8

74.7

60.9
62.4

63.7

56.3
57.8 58.2

57

46.6

50.4 50.9

30
27 23 23

43
39 46

52
54

52 59

88

91

74

40

45

50

55

60

65

70

75

8020

30

40

50

60

70

80

90

100
2011‐2012 2012‐2013 2013‐2014 2014‐2015 2015‐2016 2016‐2017 2017‐2018

東京大学のランキング

京都大学のランキング

東京大学の「被引用論文」スコア

京都大学の「被引用論文」スコア

（位）

大
学
の
ラ
ン
キ
ン
グ

「
論
文
被
引
用
」ス
コ
ア

ランキング
総合

スコア 教育 研究
論文

被引用
産業界か
らの収入 国際性

オックスフォード
大学 3 93.2 88.6 97.7 95.5 72.9 90.7

スタンフォード
大学 4 92.9 91.5 96.7 99.1 63.1 69.0

カリフォルニア大学
バークレー校 8 89.5 84.2 96.7 99.1 44.8 58.5

東京大学 23 76.1 81.4 85.1 74.7 51.2 32.4

京都大学 59 62.8 70.4 68.4 57.0 73.3 29.0

2014-2015

世界大学ランキング上位校及び東京大学・京都大学
の評価スコアの内訳の比較

2017-2018

東京大学・京都大学の世界大学ランキング、
「論文被引用」スコアの推移

「論文被引用」の
評価方法変更
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26%

43%

46%

28%

13%

4%

1%

17%

25%

7%

9%

22%

6%

11%

26%

4%

6%

22%

41%

41%

15%

5%

16%

13%

9%

31%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京大学
（1,888.1億円）

① 世界大学ランキング上位校の収入構成

◆ 世界⼤学ランキング上位校及び東京⼤学の事業収⼊構成の⽐較

○ 世界大学ランキング上位校は、多様な財源により運営されている。

(注1) 事業収入構成の比較対象校については、Times Higher Education World University Rankings (2017-2018)における上位校に加え、州立大学であるカリフォルニア大学バークレー校を東京大学と比較した。
(注2) 大学部門のみの収入で比較しており、病院部門を含まない。
(注3) 東京大学の研究受託収入等は、科学研究費補助金が含まれる。
(出典) University of Oxford “Financial Statemens 2015/16”(2016年12月) 、California Institute of Technology  “Financial Statemens”(2017年1月) 、Stanford University “Annual Financial Report”(2016年8月)、

University of California, Berkeley “Annual Financial Report 2015-16”(2017年2月)、東京大学 平成27年度決算の概要について(2016年7月）

オックスフォード大学
（12.5億ポンド）

カリフォルニア工科大学
（6.9億ドル）

スタンフォード大学
（52.2億ドル）

カリフォルニア大学
バークレー校
（19.2億ドル）

研究受託収入等 資産運用益 学納金収入 寄付金
運営費交付金 その他
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②－１ 国立大学法人運営費交付金（予算構造）

○ 国立大学法人運営費交付金の80％強を占める基幹経費は、機能強化促進係数による削減（全体額の1％未
満）がある一方で、機能強化促進経費からの組替（基幹経費化）による増等により、割合に大きな変化はない。

（参考） ・基幹経費：人件費や光熱水料など、教育研究を実施するうえで必要な経費
・機能強化促進経費：各大学の機能強化の方向性に応じた重点支援を実施するために必要な経費
・共通政策課題：高等教育に関する共通政策課題に対応する取組への支援に必要な経費
・特殊要因経費：教職員の退職手当・移転経費等

9,092 （82.9％）

9,114 （83.3％）

352 
（3.2％）

308 
（2.8％）

554 
（5.0％）

604 
（5.5％）

973 
（8.9％）

920 
（8.4％）

28年度
1兆945億円

29年度
1兆971億円

（単位：億円、％）

◆ 国立大学運営費交付金の予算額推移（28→29年度）

（基幹経費の増減額）
▲22億円（▲0.2％）

基幹経費 機能強化促進経費

共通政策課題 特殊要因経費

（注1）基幹経費▲22億円の内訳：機能強化促進係数による削減（▲95億円）、基幹経費からの組替（基幹経費化）（＋53億円）、授業料減免枠の拡大（＋13億円）
（注2）29年度の機能強化促進経費については、前年度との比較をするうえで、便宜上、新設補助金（45億円）を含めて計上。

機能強化促進係数により捻出し、機能強化促進費として
再配分する額（約１００億円）は、運営費交付金全体の１％未満
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②－２ 国立大学法人運営費交付金（配分状況）

○ 各国立大学の機能強化の方向性に応じた重点支援の再配分は、国立大学法人運営費交付金の全体額
から特殊要因経費（毎年度所要額が異なる義務的要素を含む経費）を除いたベースで比較してみると、１％
未満がほとんど。

【運営費交付金（特殊要因除き）の増減上位・下位】 （単位：百万円） 【同交付金の増減分布】

増減額 増減率

1 A大学 1,169 1,202 33 2.8% 2.5％～ 1

2 B大学 6,300 6,416 116 1.8% 2.0％～2.5％ 0

3 C大学 6,148 6,252 103 1.7% 1.5％～2.0％ 4

4 D大学 8,543 8,686 144 1.7% 1.0％～1.5％ 5

5 E大学 2,769 2,813 44 1.6% 0.5％～1.0％ 15

0.0％～0.5％ 21

82 Ｆ大学 8,896 8,787 ▲ 109 ▲1.2% ▲0.0％～▲0.5％ 21

83 Ｇ大学 4,280 4,213 ▲ 66 ▲1.5% ▲0.5％～▲1.0％ 13

84 Ｈ大学 11,824 11,577 ▲ 247 ▲2.1% ▲1.0％～▲1.5％ 2

85 Ｉ大学 8,922 8,726 ▲ 196 ▲2.2% ▲1.5％～▲2.0％ 1

86 Ｊ大学 9,882 9,511 ▲ 371 ▲3.7% ▲2.0％～▲2.5％ 2

▲2.5％～ 1

28⇒29年度
増減率

大学数順位 大学名 28予算額 29予算額
対前年度
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英国

○ 最近の好業績を受けて、企業の保有する現預金等は増加し過去最高水準にあるが、大学における
企業負担の研究開発費の割合は低迷しており、諸外国と比べても低水準にとどまっている。

○ 社会のニーズへの対応等の観点からも、産学連携の深化は重要な課題であり、「未来投資戦略
2017」等では、2025年までに大学等への企業の投資額を2014年の水準の３倍とする、とされている。

228.5

120

180

240

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

企業の保有現金等の推移

（％）

（注）保有現金等は、現金・預金と有価証券（流動資産）の和
（出典）財務省「法人企業統計調査」

③ 産学連携の深化

（兆円）

大学における企業負担研究開発費の割合

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2017」 5667



検討の方向性：大学競争力

57

○ 競争力の向上は、国立大学法人運営費交付金だけに頼るのではなく、世界ランキング上位校と同様

に、財源の多様化によって実現していくことが可能ではないか。

○ 国立大学法人運営費交付金等の予算の配分や使い方を改善させることで、研究開発の質や効率性を

高める余地（P72参照）があるのではないか。このため、配分基準の見直しを行うべきではないか。

○ また、産学連携の深化は、高等教育機関の教育・研究を社会のニーズにあったものとしていく観点

からも重要ではないか。そのため、マッチングファンドの仕組みの活用や、大学のマネジメント機能

の改善を進めるべきではないか。
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論点４－（４） 高等教育
＜私学助成＞

○ 私立大学については、定員割れ大学の助成額が増加している中で、教育成果をどのよ
うに予算配分に反映させつつ、教育の質を向上し、経営を改善していくべきか。
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（入学定員：千人） （18歳人口：千人）

① 私立大学の学校数と入学定員推移

（学校数）

（千人）

（出典）文部科学省「学校基本調査」、日本私立学校振興・共済事業団「平成28年度私立大学・短期大学等入学志願動向」

○ 18歳人口が減少する中、私立大学の入学定員は増加している。
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②ー１ 定員割れ大学（私立・国立の比較）

（大学数（校））

大学数
（注1） 私立大学は入学定員充足率（入学者数／入学定員数）、国立大学は収容定員充足率（学生数／収容定員数）。
（注2） 株式会社が設置する大学、通信教育部のみ設置する大学、募集停止の大学は集計外。
（出典） 文部科学省調べ、日本私立学校振興・共済事業団「平成29年度私立大学・短期大学等入学志願動向」

国立大学（収容定員）私立大学(入学定員）

（大学数（校））

大学数

・２２９校（全体の３９％）が
定員割れ

・９０校（全体の１５％）が
充足率８割未満

100％

○ 私立大学は、定員割れの大学が約４割を占める。
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収支差がマイナスの大学

②－２ 定員割れ大学（私立大学の定員充足率と収支状況）

（注１）「定員割れ校」は、学部生の収容定員充足率（学生数／収容定員数）が100％未満の大学
（注２）帰属収支差額比率とは、学校法人の負債とならない収入である帰属収入から消費支出を差し引いた差額（帰属収支差額）が収入全体の何％に当たるかを見る指標。出資（株式）の概念がなく、

また、国公立学校のように施設が公費で賄われていない学校法人では、校地・校舎等の新たな取得や高度化、設備の向上など教育研究の充実に必要な資産相当額を資本（基本金）として帰属
収入の中からあらかじめ確保しなければならないため、基本金組入れ相当の帰属収支差額が必要となる。（文部科学省「学校法人の経営等に関する参考資料」より引用）

（出典）財務省「平成29年度予算執行調査 私立大学等経常費補助（定員割れ私大等への助成等）」を財務省において分析したもの。その他、「学校法人の経営等に関する参考資料」等文部科学省資料

大学数（校）

・定員割れ校277校の
うち、約6割が収支差
マイナス（165校）。

100％

○ 定員割れの大学では、財務状況（帰属収支差額比率）がマイナスの大学が約６割を占める。
○ 私立大学全体の帰属収支差額の合計は、約1,200億円であるが、定員割れ大学の帰属収支差額
は、約200億円のマイナスとなっている。
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区分 学校数
帰属収支
差額

定員充足 289校 1,394億円

定員割れ 277校 ▲199億円

合計 566校 1,195億円

定員充足・定員割れ大学の帰属収支差額私立大学(収容定員）
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教育再生実行本部 第十次提言（抜粋） 

（平成 30 年 5 月 17 日 自由民主党 教育再生実行本部） 

 

※下線は原文と同様 

 

Ⅰ．検討の背景 ～今、わが国の大学が直面する変化と危機～ 

１．高等教育改革を議論する上で踏まえるべき時代背景 

＜大学経営＞ 

 ・毎年度拡大する税収を元に、戦後からある時期まで国立学校特別会計は一貫して増加し

ている傾向にあった。 

 

 ・増加する 18 歳人口、それが横ばいになった後も上昇する大学進学率によって、大学全

体としては学生を確保しやすかった。また、過去数十年間、国公私ともに授業料を上げ

続け収入を確保することができたのである。その一方で、欧米の大学は、授業料の値上

げのみならず、寄付や産業界との共同研究の拡大によって大学の収入源の多様化を進め

てきた。しかしながら、わが国の大学の資金源は、国立大学は運営費交付金、私立大学

は授業料収入に依存しており、大学経営の基盤の多様化が進んでいない。 

 

 ・一方で大学の経営を担うべき執行部は、基本的に大学でのキャリアしか持たない教員や

職員によって構成されており、そのような組織においては「自ら収益をあげる」という

意識が生まれにくい。いわば、経営と教学が一体化している日本の大学においては、マ

ネジメントの力によって、自らの力で研究と教育の高度化と成長を達成しようとするム

ーブメントが生まれにくいのである。 

 

 ・こうした時代背景の変化を踏まえ、いまこそ、大学の持つ価値を最大化しつつ収益を上

げ、教育の質を向上させ、経営を効率化させる人材が大学で活躍できるようなガバナン

ス改革や経営力の強化が喫緊の課題となっている。 

 

 ・ガバナンス改革や経営力の強化を行う際には、大学がいまや教育・研究・社会貢献を担

う「知識産業」へと脱皮していくことが必要となっていること、イノベーションの実現

という観点から産業社会に積極的に関わっていく拠点として機能させることを、関係者

が十分踏まえた上で行われるべきである。 

 

５．教育面における主な課題 

 ・わが国の大学教育に対する国民の満足度は必ずしも高いものとはなっていない。また、

卒業生を受け入れる社会のニーズと大学が教育面で特に注力している点としては、特に

「チームで特定の課題に取り組む経験をさせる」、「理論に加えて、実社会とのつなが

りを意識した教育を行う」といった項目においてギャップがあるとのデータも過去存在

しており、社会のニーズに大学教育が十分に応え切れているとは言えない状況にある。 

 

 

 ・特に今後、Society5.0 に対応する観点からは、特定の専門性を備える人材のみならず、

文理の融合や IoT に対応した人材、分野を超えた幅広い俯瞰力と独創力を備えた人材の

育成など、従来の組織の枠や手法を超えた教育改革を行っていかなければならない。そ

うした危機意識を持って、各大学は組織の見直しなどに取り組むことが求められている。 

 

 ・さらに、わが国の大学生の学修時間が十分でないという課題もある。米国の大学生と比

較すると学修時間が短いという現状や、わが国の大学の高い卒業率などは、国民から大

学教育の成果に対する疑問を生じさせており、教育方法の改善や積極的な情報公開など

を通じてその疑念を払拭する必要がある。 

 

６．研究面における主な課題 

 ・わが国の研究費は研究者一人当たりの平均で見れば減少していないが、運営費交付金が

減少し、その分だけ競争的資金が大型の研究大学に集中したために、研究力の幅広い苗

床となる地方国立大学の研究者の研究費は危機的と言えるほど少額になっている。さら

にはわが国の研究者の研究時間が減少しているとのデータが存在することは、危機感を

持って捉える必要がある。また、優秀な学生が博士課程に進学しなくなっているという

現実、優秀な若手研究者が十分に力を発揮できる環境が整っていないという分析がある

など、人材を巡る懸念もたびたび指摘されていることには留意する必要がある。 

 

 ・論文数のシェアについても、1990 年代頃をピークに、国際的シェアの低下が顕著となっ

ており、歯止めがかかっていない。シェア低下の要因を的確に分析し早急に必要な対策

を講じる必要がある。 

 

 ・さらに、世界の研究ネットワークの中で、わが国のポジションが相対的に低下しており、

優れた頭脳が循環するという国際的な流れに出遅れていることがデータから裏付けられ

ている。最先端の研究は、国際共同研究が主導しているという指摘もあり、わが国の大

学は研究面においても、大きな危機に直面していると言える。 

 

７．財政面の主な課題 

 ・こうした大学の教育研究を支える財政面についても大きな課題がある。諸外国、特に中

国が、近年多額の国家資金の投入を図りながら、高等教育機関の機能強化を図る中で、

わが国は厳しい財政状況に直面していることから、公費である国立大学法人運営費交付

金、私学助成等の大幅な増加が難しく、これらが右肩上がりで上昇するという状況とは

なっていない。 

 

 ・一方、欧米諸国に目を転じれば、公財政の逼迫する中で公的資金の大学への投入を減ら

している国もあるが、そうした中においても減少を補って余りあるほどの民間資金が大

学へと流入している国も存在する。一方、わが国の大学は、諸外国の大学に比べて、特

に、寄附金や産学連携収入など、財政基盤の多様化が十分に進んでいない状況にある。 
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 ・以上のようにわが国の大学の財政は非常に脆弱であり、諸外国と対等な競争が可能な財

政基盤をどのように確立していくかは、緊急かつ必須の課題である。 

 

Ⅱ．今後目指すべき高等教育の役割分担と規模 

１．検討の経緯と基本的な方向性 

・（略）大学等の改革が進むことを前提として、政府は、基盤的経費についても、大学等

の活動をしっかり支えられる水準の確保に努めるべきであると考える。 

 

Ⅲ．政府及び各大学等において対応が求められる具体的な方向性 

３．大学が財政基盤を確立し、教育研究を充実させるための経営力の強化 

・大学に対する資源の投入量については様々な意見があるものの、厳しい財政状況の中であ

っても、大学が財政基盤を確立し、その教育研究の充実を進めていくためには、公的な資

金以外の資金を積極的に獲得していくことが必要 

 

・また、与えられた資源をより一層効率的・効果的に活用することも必要であり、特に国立

大学については、個々の教員がそのパフォーマンスを最大化できるように、人事・給与シ

ステム改革を進め、努力した教員が報われる仕組みを確立することが必要 

 

・私立大学においても、国立大学の取組等を参考にしつつ、人事・給与システム改革を進め

ていくことを期待 

 

【課題】 

・わが国の大学は、授業料収入を飛躍的に向上させることが困難な中で、寄附金の獲得や受

託研究収入の増加など、必要とされる財政構造の多様化が進んでいない 

 

・わが国の大学は寄附金集めの体制が確立しておらず、戦略性をもった寄附集めが行われて

いない。また、寄附金の額も運用に十分な規模を獲得できていない 

 

・国立大学においては、寄附金集めと並行して、不動産の活用を促進することが必要である

が、そのための条件整備が十分ではないという指摘がある 

 

・国立大学の人事・給与システム改革については、一定の進展が見られるが、年棒制の導入

状況などを踏まえると、改革は道半ば 

 

【対応の方向性】 

・①大学の財政基盤を強化するとともに、②人事・給与システム改革を推進する。 

 

・経済界等の意見も踏まえつつ、寄附税制や研究投資税制の改善等を通じて、個人や企業の

大学に対する寄附や支出を促進する。各大学におけるオープンイノベーション体制の整備

 

を支援し、大学における企業群の受け入れを促進する。 

 

・寄附金の規模の小さな大学の寄附金の運用のリスクを低下させるためにも、単独の大学の

運用を超えて、複数の大学で財産を統合して運用することができる仕組みを整備する。 

 

・国立大学の不動産運用について、障害となっている事項がないか検証し、有効活用を促進

する。ＰＦＩを活用した施設の更新など、民間資金を活用した取組を促進する。 

 

・財政基盤を強化するための人材育成を進めるとともに、大学が、ファンドレイザーを配置

することや、寄附金集めの戦略を立案することを支援し、優れた事例については積極的に

評価・周知する。 

 

・経営の自由度を高める観点から国立大学の授業料の在り方について検討する。 

 

・研究成果の社会実装と収益の確保を進めるため、出資を通じた会社の設立を促進する。 

 

・国立大学において、より一層、優れた人材に対する能力に応じた処遇や将来ともに流動性

の高い研究環境を実現するには、人事・給与システム改革を断行する必要があり、年棒制

導入等の取組を支えるための仕組みを検討すべきである。 

 

・特に、全学的に卓越した教育研究を推進することを目指す国立大学については、運営費交

付金の依存度を低減するために、民間資金を積極的に獲得することを政府も後押しすると

ともに、人事・給与システム改革を徹底的に進め、その進捗状況をメリハリある配分に活

用する。 
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